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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 103,232 △0.8 14,464 △12.0 15,275 △10.7 9,231 △15.5
23年3月期 104,069 4.3 16,443 24.0 17,110 20.2 10,927 23.5

（注）包括利益 24年3月期 9,871百万円 （△6.5％） 23年3月期 10,554百万円 （7.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 123.54 ― 8.0 10.4 14.0
23年3月期 146.21 ― 10.1 12.0 15.8

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  26百万円 23年3月期  39百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 145,673 118,201 81.1 1,581.94
23年3月期 147,234 111,706 75.9 1,494.83

（参考） 自己資本   24年3月期  118,201百万円 23年3月期  111,706百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 8,913 △4,926 △7,412 23,210
23年3月期 6,805 △1,806 201 26,665

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 10.00 ― 35.00 45.00 3,363 30.8 3.1
24年3月期 ― 10.00 ― 35.00 45.00 3,362 36.4 2.9
25年3月期(予想) ― 10.00 ― 40.00 50.00 31.7

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 47,700 2.8 5,600 14.3 6,000 14.2 3,900 16.2 52.20
通期 104,700 1.4 17,900 23.8 18,500 21.1 11,800 27.8 157.92



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 74,947,628 株 23年3月期 74,947,628 株
② 期末自己株式数 24年3月期 228,377 株 23年3月期 219,032 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 74,723,569 株 23年3月期 74,736,991 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 6,139 △52.1 3,489 △66.3 3,523 △66.1 3,414 △67.1
23年3月期 12,819 110.7 10,361 186.8 10,401 190.7 10,385 278.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 45.69 ―
23年3月期 138.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 90,099 89,504 99.3 1,197.78
23年3月期 90,084 89,465 99.3 1,197.13

（参考） 自己資本 24年3月期  89,504百万円 23年3月期  89,465百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想等は、現時点で入手可能な情報により判断した予想であり、将来の業績に影響を与える不確実な要因やリスクが含まれてい
ます。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。 
なお、上記予想に関する事項は３ページ「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

営業収益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,900 △2.5 2,600 △3.3 2,600 △3.0 34.79
通期 5,900 △3.9 3,300 △6.3 3,300 △3.3 44.16
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(1)経営成績に関する分析  

 当連結会計年度における国内経済は、東日本大震災や原発事故、電力供給不安の影響等により厳しいスタートとなり

ました。年明け以降、景気は徐々に回復しているものの先行きはなお不透明な状況にあります。 

 当社グループの中核事業が属する国内医薬品業界では、引き続き薬剤費の抑制を目的とした諸施策が推進され、企業

間競争も激化しました。ヘルスケア事業では、消費の低迷もあり厳しい環境となりました。 

 このような状況下、当社グループは中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ１－（平成22年度～平成27年度）」の

達成を目指し、事業戦略として「ファーマ・コンプレックス（ＰＣ）モデルの具体化」、「ヘルスケア新規事業の創出

と育成」に取り組み、持続成長とステークホルダーの皆様からの支持・評価の向上に努めました。 

 医薬品事業では、新薬群、先発品群、後発品群を複合的に展開するＰＣモデルの具体化に積極的に取り組みました。

 研究開発パイプラインの充実と世界に導出できる新薬の創出に挑戦すると共に新薬群、先発品群では主要製品の普及

の最大化に努め、後発品群では市場のニーズに対応する営業活動を推進しました。しかしながら、東日本大震災に伴う

在庫不足を考慮した前倒し発注により平成23年３月末の流通在庫が増加した影響や、海外新医薬品の売上が前年を下 

回ったこと等から医薬品事業全体としては前年同期に対して売上減となりました。ヘルスケア事業では、既存のスキン

ケア事業育成、新規事業の創出と育成に積極的に取り組みましたが、売上は前年を下回りました。 

 この結果、売上高は１,０３２億３２百万円と前年同期比８億３６百万円（前年同期比０．８％減）の減収となりま

した。 

 利益面では、売上総利益は６６３億０６百万円と前年同期比２億０８百万円減となりました。また、販売費及び一般

管理費は、主に新薬開発の進展に伴う研究開発費の増加により前年同期比１７億７０百万円増加したため、営業利益は

１４４億６４百万円と前年同期比１９億７８百万円（前年同期比１２.０％減）の減益となりました。 

 当期純利益につきましては、昨年12月の法人税率引下げに関連する法律が公布されたことに伴い、繰延税金資産の取

り崩しが発生し、法人税等調整額が増加したため、９２億３１百万円と前年同期比１６億９６百万円（前年同期比 

１５．５％減）の減益となりました。 

  

  当連結会計年度の業績 

  売上高    １,０３２億３２百万円（前年同期比  ０．８％減） 

  営業利益     １４４億６４百万円（前年同期比 １２．０％減） 

  経常利益      １５２億７５百万円（前年同期比 １０．７％減） 

  当期純利益     ９２億３１百万円（前年同期比 １５．５％減） 

      

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①医薬品事業 

 〔国内新医薬品〕 

 呼吸器内科・耳鼻科・泌尿器科を中心とする特定領域の医師・医療機関に営業活動を重点化するフランチャイズカス

タマー（ＦＣ）戦略及び卸店政策の強化により、主要製品の普及の最大化を推進し処方数量の増加、売上拡大に努めま

した。しかしながら、平成23年３月に発生した東日本大震災に伴う在庫不足を考慮した前倒し発注により、平成23年 

３月期末の流通在庫が増加し、前年度実績が膨らみその反動により売上高は８５９億９５百万円（前年同期比０．８％

増）と若干の増加に留まりました。主要製品では、気管支喘息・アレルギー性鼻炎治療剤「キプレス」、過活動膀胱治

療剤「ウリトス」、気道粘液調整・粘膜正常化剤「ムコダイン」が前年を上回る実績で推移しましたが、潰瘍性大腸

炎・クローン病治療剤「ペンタサ」は前年を下回りました。 

 〔海外新医薬品〕 

 広範囲抗菌点眼剤「ガチフロキサシン点眼液（導出先：米国アラガン社）」の売上が前年を下回り、売上高は２０億

１５百万円（前年同期比２６．４％減）となりました。 

 〔後発医薬品〕 

 平成22年度より推進されている後発医薬品の使用促進策等により保険調剤薬局への売上は増加したものの、全体では

他社からの受託生産品売上の減少、東日本大震災の被災地域にある販社の売上減の影響等により売上が減少し、売上高

は８６億５６百万円（前年同期比２．４％減）となりました。 

 〔一般用医薬品他〕 

 景気の低迷する中、主要製品である哺乳びん殺菌消毒剤「ミルトン」は営業力を強化することで前年の売上を確保し

ましたが、アレルギー用薬等、その他の製品売上が前年を下回り、売上高は３９億８７百万円（前年同期比８．９％

減）となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は１,００６億５４百万円（前年同期比０．６％減）となり、営業利益は１４２億

１８百万円（前年同期比１２.９％減）となりました。 

 ②ヘルスケア事業 

 ナノカプセル技術を応用したスキンケア製品を取り扱うドクタープログラム㈱の売上が前年を下回る実績となりまし

た。この結果、当セグメントの売上高は２５億７７百万円（前年同期比７．９％減）となり、営業利益は５２百万円

（前年同期比４９.６％減）となりました。 

１．経営成績



 当社グループの中核事業における研究開発の状況は、以下のとおりであります。 

 当社グループでは、世界に導出できる新薬の創出と提供が新薬メーカーとしての存在意義を高め、持続成長に結びつ

くとの認識に基づき、自社創製品、導入品、既存品のライフサイクルマネジメント（新効能・効果の取得、新剤型の追

加等）により特定領域の魅力ある新薬パイプラインの構築に積極的に取り組みました。自社創薬活動では、研究領域を

呼吸器・泌尿器・感染症に重点化し、効率的かつ効果的な新薬の創製に努めました。 

 当期における国内開発の状況としましては、耳鳴治療薬「ＫＲＰ－２０９」のＰｈⅡ臨床試験及びニューキノロン系

合成抗菌剤「ＫＲＰ－ＡＭ１９７７Ｘ」のＰｈⅠ臨床試験を平成23年８月より、慢性閉塞性肺疾患治療剤「ＫＲＰ－Ａ

Ｂ１１０２」のＰｈⅡ臨床試験を平成24年２月より開始しました。また潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ」

の新用法・用量（１日１回投与）を平成23年11月に申請し、気管支喘息治療剤「ＫＲＰ－１０８」及び潰瘍性大腸炎・

クローン病治療剤「ペンタサ」の新剤型（坐薬）につきまして、年度末にＰｈⅢ臨床試験を終了する等、開発パイプラ

インは着実に進捗いたしました。その結果、研究開発費は前年同期に対して１４億６８百万円増加し、１３９億６４百

万円（前年同期比１１．８％増）となりました。 

 また千寿製薬㈱へ導出している緑内障治療薬「アイファガン（点眼液）」の製造販売承認が平成24年１月に同社によ

り取得されました。 

 なお当社グループは、創薬研究の体制見直しを進め、平成24年３月末をもって、キョーリンスコットランド研究所

（英国）におけるScottish Biomedical Limited（英国）との委託研究を終了いたしました。 

  

 生産面では、品質の高い製品の安定供給を第一と考えております。東日本大震災による電力不足等の影響を考慮し、

能代工場（秋田県能代市）での電力供給対策として全面自家発電への切り替えを行いました。当社グループは、今後も

高品質の製品を安定的に供給できる生産体制の構築を推進してまいります。 

  

 （次期の見通し） 

 国内医薬品業界は、本年４月に実施されました薬価基準の改定（業界平均：６．０％、杏林製薬：６％台）、引き続

き推進される医療費抑制策等の影響により厳しい環境にあります。ヘルスケア事業におきましても、景気の先行き不透

明感は継続するものと予想されます。 

 このような状況下ではありますが、当社グループは中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ１－（平成22年度～平

成27年度）」の達成に真摯に取り組んで参ります。３年目となる平成24年度は、同計画の事業戦略である「ファーマ・

コンプレックス・モデルへの取り組み促進」、「ヘルスケア新規事業の拡充と育成」に積極的に取り組み、持続成長と

ステークホルダーの皆様からの信頼・評価の向上に努めます。 

 売上面では、新薬事業における主要製品「キプレス」、「ウリトス」の伸長と後発医薬品の売上拡大等による増加が

見込まれることから売上増加を予想します。 

 利益面では、売上原価率については薬価基準の引下げの影響はあるものの原価率の低減に取り組み横ばいを見込み、

販売費及び一般管理費については研究開発パイプラインの見直しによる研究開発費の縮減に取り組み、減少を予想して

おります。以上のことから平成25年３月期の業績予想は下記のとおり、増収・増益を見込みます。 

  

  平成25年３月期 通期の連結業績予想 

  売上高   １，０４７億円（前年同期比   １．４％増） 

  営業利益    １７９億円（前年同期比  ２３．８％増） 

  経常利益    １８５億円（前年同期比  ２１．１％増） 

  当期純利益   １１８億円（前年同期比  ２７．８％増） 

  

 なお、海外売上における為替レートは１ＵＳ＄７９円、１€１０４円を想定し、計画しております。 

  

 (2）財政状態に関する分析 

   ①資産、負債及び純資産の状況 

  当連結会計年度末の資産は、受取手形及び売掛金の増加、現金及び預金、繰延税金資産の減少等により流動資産が

４５億７６百万円減少し、投資有価証券の増加、有形固定資産、繰延税金資産の減少等により固定資産が３０億１５

百万円増加したため、前連結会計年度末と比較して１５億６１百万円減少し、１，４５６億７３百万円となりまし

た。 

  負債は、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等、退職給付引当金の減少等により、前連結会計年度末と

比較して ８０億５６百万円減少し、２７４億７１百万円となりました。 

 純資産は、利益剰余金、その他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計年度末と比較して６４億９４百万

円増加し、１，１８２億０１百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は８１．１％となり、前連結会計年度末より５．３ポイント増加しました。 



   ②キャッシュ・フローの状況 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、８９億１３百万円の収入であり、これは主に税金等調整前当期純利益  

１５２億６２百万円、減価償却費２３億６３百万円、売上債権の増加２４億７４百万円、仕入債務の減少１８億０９

百万円、法人税等の支払額６５億０５百万円によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、４９億２６百万円の支出で、これは主に有形固定資産の取得による支出 

１６億８６百万円、投資有価証券の取得による支出７４億２７百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入 

  ５１億２１百万円によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、７４億１２百万円の支出で、これは主に短期借入金の減少３８億４０百万

円、配当金の支払３３億５７百万円によるものです。 

 この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比較して３４億５４百万円

減少し、２３２億１０百万円となりました。  

なお、次期のキャッシュ・フローの見通しにつきましては次の通りであります。  

投資活動によるキャッシュ・フローでは、工場設備の拡充等、固定資産取得による支出約３０億円を予定してお

ります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、主に期末配当として１株当たり３５円００銭、中間配当として１株当た

り１０円００銭を予定しており、合計約３４億円の配当金額となる見込みです。 

  

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  （注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  （注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  （注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  （注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

      ます。 

    

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは成長のための投資、事業継続のための投資、株主還元をバランスよく実施し、経営基盤強化を図りま

す。成長のための投資は、中核となる医薬事業での研究開発パイプラインの充実に向けた導入品獲得、ヘルスケア事業

への戦略的な投資等を積極的に行います。株主還元は連結配当性向３０％を目処に設定し、配当を実施します。 

当期の配当金につきましては、平成24年３月31日現在の株主の皆様に対して、１株につき配当金３５円００銭をお支

払いさせていただく予定です。この結果、中間配当金１０円００銭を含めた年間配当金は、１株４５円００銭となる予

定です。 

平成25年３月期の配当につきましては、１株につき年間５０円００銭（中間期１０円００銭）を予定しております。

    

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率（％）  79.4  77.5  76.5  75.9  81.1

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 78.9  73.4  73.7  71.9  80.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
 64.6  119.7  30.2  111.9  41.1

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 117.2  71.9  188.5  132.0  182.0



(4） 事業等のリスク 

 現在、当社グループの経営成績および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。当社グループでは、これら事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしておりますが、影響を及ぼ

すリスクや不確実性はこれらに限定されるものではありません。 

 ①当社グループの事業に係わる法的規制 

 当社グループの事業は、日本国内における薬事法、医療保険制度、薬価制度などの規制および海外における各国の各

種関連規制の影響を受けます。また、医薬品の開発、製造、輸入、流通等の各段階において様々な承認・許可制度等が

設けられています。今後、予測できない大規模な医療行政の方針転換が行われました場合、当社グループの営業成績、

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ②医薬品の研究開発に係わる活動 

 医療用医薬品の開発には、多額の研究開発投資と長い期間が必要なうえ、新規性の高い化合物を発見し医薬品として

上市できる確率は決して高くありません。現在、杏林製薬㈱では、数品目の医療用医薬品の臨床試験を実施中ですが、

期待する臨床効果が確認できない場合や予測できない副作用の発現等により研究開発を中止する可能性があります。 

  

 ③他社との競合激化 

 医薬品業界は、技術革新など進歩が急速に進む環境下にあり、より有用性の高い医薬品の開発や同種の効能を有する

医薬品の上市が当社グループの主要製品の売上動向に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ④医療制度改革の影響 

 日本国内におきましては、医療用医薬品の薬価改定を含む医療制度改革が実施されております。当社グループでは、

予測可能な範囲でその影響を業績予想に織り込んでおりますが、予想可能な範囲を超えた薬価改定や医療保険制度の改

定が実施された場合、営業成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑤副作用の発現 

 新医薬品の安全性に関する情報は、限られた被験者を対象に実施した臨床試験から得られたものであり、必ずしも副

作用の全てを把握することは出来ません。市販後、汎用された中でそれまでに報告されなかった未知の副作用によりそ

の医薬品の使用方法が制限されることや、場合によっては発売中止になる可能性があります。 

  

 ⑥製造の停滞・遅延 

 技術的・規制上の問題もしくは自然災害・火災などの要因により生産活動の停滞・遅滞もしくは操業停止などが起 

こった場合、当社の営業成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお平成23年3月11日に発生しました「東日本大震災」におきましては、当社グループの杏林製薬㈱の能代工場（秋

田県能代市）の人的、物的被害はなく工場の操業に影響はございません。 

  

 ⑦製品回収等 

 異物の混入等により当社グループの製品に欠陥が認められ製品の回収などの事態が発生した場合、営業成績等に悪影

響を及ぼします。 

  

 ⑧知的財産の保護 

 当社グループが国内外において知的財産を適切に保護できない場合、第三者が当社の技術を利用して当社グループ製

品の市場ないしは関連する市場において悪影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの事業活動が他社製品

の特許等、知的財産に抵触した場合、事業の中止・係争の可能性があります。 

  

 ⑨訴訟リスク 

 当社グループの事業活動において、特許、製造物責任(ＰＬ法)、独占禁止法、環境保全、労務関連などの事柄におい

て訴訟を提起される可能性があります。 

  

 ⑩為替レートの変動 

  当社グループは、海外との輸出入を行っており、為替レートの変動は当社の売上高等に影響を与えます。 

  

 ⑪他社との提携解消 

 当社グループでは、外部資源の有効活用を目的としてアライアンス戦略を推進し、国内外の製薬企業等と販売委託・

共同販売・共同研究等の提携を行っております。今後、何らかの事情によりこれらの提携関係を解消することになった

場合、予定している営業成績等に影響を及ぼす可能性があります。 



 ⑫ＩＴセキュリティ及び情報管理 

 当社グループでは、業務上、ＩＴシステムを多数利用していることから、システムの不備やコンピューターウイルス

等の外部要因により、業務が阻害される可能性があります。また情報等の外部への流出により信用を失うことで業績に

重要な影響を及ぼす可能性があります。  



 当社（キョーリン製薬ホールディングス㈱）は、グループ統轄会社としてグループ全体の経営戦略機能を担い、経

営資源の効率的な配分や運用を行うことでキョーリン製薬グループ全体の総合力を発揮することに努めております。 

 当社グループは、当社、子会社７社及び関連会社１社により構成されており、主な事業内容は次のとおりでありま

す。  

  

（医薬品事業）  

 杏林製薬㈱は医薬品の製造、販売と仕入を行っております。医薬品原材料の一部については関連会社である日本理

化学薬品㈱より仕入を行っております。  

 キョーリン リメディオ㈱は、医薬品の製造、販売と仕入を行っております。  

 Kyorin USA, Inc. は、主に米国において他社技術の評価及び提携ライセンスの調査・分析・交渉を基幹業務とし、

米国で実施される杏林製薬㈱製品の臨床試験に関連する業務や創薬シーズの探索等の情報収集を行っております。 

 Kyorin Europe GmbHは、欧州地域においてKyorin USA,Inc.と同様の業務を実施しております。  

 ActivX Biosciences, Inc. は、米国において医薬品の候補化合物の探索研究と化合物の評価を行っております。 

 キョーリン メディカルサプライ㈱（旧：㈱杏文堂）は、販売促進・広告の企画制作等を行っており、医療用プロ 

モーションツール、包装材料等を杏林製薬㈱等に販売しております。 

  

（ヘルスケア事業）  

 ドクタープログラム㈱は、化粧品、医薬品・化粧品原料の開発及び販売を行っております。  

   

［事業系統図］  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次ページのとおりであります。 

  

２．企業集団の状況



 
  



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「キョーリンは生命を慈しむ心を貫き、人々の健康に貢献する社会的使命を遂行します」を企

業理念としています。この理念の具現に向けて、長期ビジョン「ＨＯＰＥ１００（Ａｉｍ ｆｏｒ Ｈｅａｌｔｈ 

Ｏｆ Ｐｅｏｐｌｅ ａｎｄ ｏｕｒ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅｓ)」を掲げ、ヘルスケア事業を多核的に展開・発展さ

せ、健全な健康生活応援企業を目指します。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、平成22年度を初年度とする中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ１－」（平成22年度～平

成27年度）」を平成22年４月よりスタートいたしました。今後とも当中期経営計画の達成に真摯に取り組んで参り

ます。その最終年度である平成27年度の数値目標は、以下の通りに設定しております。 

売上高：１,４００億円  営業利益：２００億円 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

キョーリン製薬グループは、中期経営計画の検討に先行して、子会社である杏林製薬の創業１００周年に当たる

２０２３年を見据えた長期ビジョン「ＨＯＰＥ１００」を策定し、医薬品事業を中核とするヘルスケア事業の多核

化を通じて、事業リスクの分散を図り、健全かつ持続的な成長を目指す「健康生活応援企業」へと進化を図りま

す。「ＨＯＰＥ１００」では、病気の治療・予防、健康の維持・増進に関連する事業を通じて人々の健康生活に貢

献することおよび企業グループの健全な発展を願います。 

   長期ビジョンの具現に向け、ファーストステップに位置づけられる中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ 

  １－」では、その概要をＳＯＰの視点、すなわち事業戦略（Ｓｔｒａｔｅｇｙ）、事業戦略を遂行するための組織

化戦略（Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）、目指すべき成果目標（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ）から整理し、推進するこ

ととしました。 

 ①事業戦略（Ｓｔｒａｔｅｇｙ） 

      長期ビジョンに掲げる健康生活応援企業への進化を目指して医薬品事業を中核とするヘルスケア事業の多核化

を推進します。 

 （a）医薬品事業 

医薬品事業を複合的に展開するＰＣモデル（Ｐｈａｒｍａ Ｃｏｍｐｌｅｘ Ｍｏｄｅｌ）の考え方に基づ

いて、医療用医薬品を新薬群（特許および先発権のある既上市品および開発候補品）、先発品群（ライフサイ

クルマネジメントにより製品価値の向上とライフサイクルの延長に取組む製品）および後発品群に区分し、子

会社である杏林製薬㈱とキョーリン リメディオ㈱の研究開発、生産、販売活動を連動させると共に社外との

提携を活発化させ、効果的・効率的な事業展開により持続成長を目指します。 

 （b）ヘルスケア事業 

多様な健康ニーズへの対応および医薬品事業の成長補完の観点から、スキンケア事業の成長と収益事業化、

「ミルトン」のブランド戦略を展開します。また、将来の成長および医薬品事業とのシナジーが期待できる医

療周辺の新規事業の創出に取り組みます 

   ②組織化戦略（Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ） 

     当社グループは長期ビジョンにおいて、社員を大切にし、人と組織を活力化することが事業戦略を遂行し、成

果を具現するための最重要課題と位置付けています。 

そのため、中期経営計画では、社員が仕事に誇りを持ち、会社や組織を信頼し、全員が結束して仕事に取り組

むことのできる、社員にとって「働きがいＮＯ．１企業」の実現を目指して、グループ各社ごとの人材マネジメ

ント（採用、育成、評価、昇進、配置、報酬、福利厚生等）の再構築やコミュニケーションの活発化に取り組み

ます。 

   ③目指すべき成果目標（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ） 

         別項「目標とする経営指標」に記載の通り、売上高１,４００億円、営業利益２００億円を経営指標とし、株

主還元におきましては、「利益配分に関する基本方針」に記載の通り、配当性向３０％を目処に設定します。 

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※2  25,518 ※2  21,615

受取手形及び売掛金 42,594 ※4  45,067

有価証券 6,976 7,372

商品及び製品 10,471 11,016

仕掛品 1,024 632

原材料及び貯蔵品 8,868 9,089

繰延税金資産 2,618 2,340

その他 6,420 2,774

貸倒引当金 △65 △58

流動資産合計 104,427 99,850

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 27,971 28,222

減価償却累計額 ※3  △18,132 ※3  △18,888

建物及び構築物（純額） 9,838 9,333

機械装置及び運搬具 14,937 15,827

減価償却累計額 ※3  △12,650 ※3  △13,331

機械装置及び運搬具（純額） 2,286 2,495

土地 1,624 1,619

リース資産 203 149

減価償却累計額 △148 △65

リース資産（純額） 54 83

建設仮勘定 110 39

その他 6,495 6,690

減価償却累計額 ※3  △5,493 ※3  △5,719

その他（純額） 1,001 971

有形固定資産合計 ※2  14,916 ※2  14,544

無形固定資産   

のれん 339 192

商標権 14 11

その他 461 642

無形固定資産合計 816 846

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  21,660 ※1  26,040

長期貸付金 23 24

繰延税金資産 4,111 3,144

その他 1,701 1,642

貸倒引当金 △422 △421

投資その他の資産合計 27,073 30,431

固定資産合計 42,806 45,822

資産合計 147,234 145,673



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,852 ※4  9,043

短期借入金 ※2  6,996 3,159

リース債務 42 39

未払法人税等 3,437 2,111

賞与引当金 3,222 3,110

返品調整引当金 52 52

ポイント引当金 59 65

その他 5,758 5,802

流動負債合計 30,421 23,385

固定負債   

長期借入金 449 316

リース債務 11 45

退職給付引当金 3,765 2,949

役員退職慰労引当金 23 32

その他 855 743

固定負債合計 5,105 4,086

負債合計 35,527 27,471

純資産の部   

株主資本   

資本金 700 700

資本剰余金 4,752 4,752

利益剰余金 106,928 112,797

自己株式 △304 △318

株主資本合計 112,076 117,931

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △137 537

為替換算調整勘定 △232 △267

その他の包括利益累計額合計 △370 269

純資産合計 111,706 118,201

負債純資産合計 147,234 145,673



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 104,069 103,232

売上原価 37,554 36,926

売上総利益 66,514 66,306

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  50,071 ※1, ※2  51,842

営業利益 16,443 14,464

営業外収益   

受取利息 267 176

受取配当金 91 164

受取賃貸料 273 269

持分法による投資利益 39 26

その他 96 243

営業外収益合計 769 879

営業外費用   

支払利息 51 48

投資事業組合損失 47 17

その他 3 1

営業外費用合計 102 67

経常利益 17,110 15,275

特別利益   

固定資産売却益 ※3  116 ※3  21

投資有価証券売却益 24 1

特別利益合計 141 22

特別損失   

固定資産除売却損 ※4  49 ※4  27

投資有価証券評価損 62 7

投資有価証券売却損 2 0

ゴルフ会員権評価損 1 0

特別損失合計 115 34

税金等調整前当期純利益 17,136 15,262

法人税、住民税及び事業税 5,944 5,179

法人税等調整額 265 851

法人税等合計 6,209 6,031

少数株主損益調整前当期純利益 10,927 9,231

当期純利益 10,927 9,231



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 10,927 9,231

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △271 672

為替換算調整勘定 △97 △34

持分法適用会社に対する持分相当額 △4 2

その他の包括利益合計 △373 ※1  640

包括利益 10,554 9,871

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 10,554 9,871

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 700 700

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 700 700

資本剰余金   

当期首残高 4,752 4,752

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,752 4,752

利益剰余金   

当期首残高 99,738 106,928

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,927 9,231

当期変動額合計 7,190 5,868

当期末残高 106,928 112,797

自己株式   

当期首残高 △283 △304

当期変動額   

自己株式の取得 △21 △13

当期変動額合計 △21 △13

当期末残高 △304 △318

株主資本合計   

当期首残高 104,907 112,076

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,927 9,231

自己株式の取得 △21 △13

当期変動額合計 7,168 5,854

当期末残高 112,076 117,931



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 138 △137

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △275 674

当期変動額合計 △275 674

当期末残高 △137 537

為替換算調整勘定   

当期首残高 △134 △232

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △97 △34

当期変動額合計 △97 △34

当期末残高 △232 △267

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 3 △370

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △373 640

当期変動額合計 △373 640

当期末残高 △370 269

純資産合計   

当期首残高 104,911 111,706

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,927 9,231

自己株式の取得 △21 △13

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △373 640

当期変動額合計 6,795 6,494

当期末残高 111,706 118,201



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 17,136 15,262

減価償却費 2,458 2,363

のれん償却額 213 147

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14 △7

賞与引当金の増減額（△は減少） 187 △110

退職給付引当金の増減額（△は減少） △629 △816

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30 8

持分法による投資損益（△は益） △39 △26

受取利息及び受取配当金 △359 △340

支払利息 51 48

固定資産除売却損益（△は益） △67 5

投資有価証券売却損益（△は益） △22 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 62 7

売上債権の増減額（△は増加） △5,736 △2,474

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,509 △374

仕入債務の増減額（△は減少） 993 △1,809

未払消費税等の増減額（△は減少） 249 △238

その他 △2,461 3,451

小計 13,501 15,098

利息及び配当金の受取額 363 369

利息の支払額 △51 △48

法人税等の支払額 △7,007 △6,505

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,805 8,913

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △874 △822

定期預金の払戻による収入 622 1,057

有価証券の取得による支出 － △799

有形固定資産の取得による支出 △1,274 △1,686

有形固定資産の売却による収入 251 25

無形固定資産の取得による支出 △226 △357

投資有価証券の取得による支出 △4,960 △7,427

投資有価証券の売却及び償還による収入 4,749 5,121

その他 △94 △36

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,806 △4,926



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,209 △3,840

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △60 △43

長期借入れによる収入 200 200

長期借入金の返済による支出 △332 △328

社債の償還による支出 △60 △30

自己株式の純増減額（△は増加） △21 △12

配当金の支払額 △3,732 △3,357

財務活動によるキャッシュ・フロー 201 △7,412

現金及び現金同等物に係る換算差額 △93 △29

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,108 △3,454

現金及び現金同等物の期首残高 21,556 26,665

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  26,665 ※1  23,210



 該当事項はありません。 

  

  １．連結の範囲に関する事項 

    連結子会社数………７社 

    会社名：杏林製薬㈱ 

    キョーリンメディカルサプライ㈱ 

    Kyorin USA,Inc. 

    Kyorin Europe GmbH 

    ActivX Biosciences,Inc. 

    キョーリンリメディオ㈱ 

    ドクタープログラム㈱ 

  

  ２．持分法の適用に関する事項  

    持分法適用の関連会社数……１社 

  会社名：日本理化学薬品㈱  

  

  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

     連結子会社のうち、Kyorin USA,Inc.、Kyorin Europe GmbH、ActivX Biosciences,Inc.の決算日は12月31日 

    であります。 

     連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取 

    引については、連結上必要な調整を行っております。 

  

  ４．会計処理基準に関する事項 

   (1）重要な資産の評価基準及び評価方法  

    ① 有価証券 

   イ その他有価証券で時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 

   により算定） 

   ロ その他有価証券で時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

   ② たな卸資産 

   イ 商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品の一部（見本品）  

    主に総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

   ロ 貯蔵品 

     最終仕入原価法 

   (2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

   ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法 

     但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）については、定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

   建物及び構築物    ３～50年 

   機械装置及び運搬具  ４～17年   

    ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

    定額法 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用してお 

    ります。 

    ③ リース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

     なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものに 

    ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



    (3）重要な引当金の計上基準 

    ① 貸倒引当金 

      売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特 

    定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

    ② 賞与引当金 

     従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    ③ 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき 

    計上しております。 

      過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に 

    より費用処理しております。 

      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 

    年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま 

    す。  

    ④ 役員退職慰労引当金 

      一部の子会社では、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給 

    額の総額を引当てております。 

    ⑤ 返品調整引当金 

      当連結会計年度中の売上の販売製商品が当連結会計年度末日後に返品されることによって生ずる損失に備 

    えるため、当連結会計年度末の売上債権を基礎として返品見込額の売買利益相当額を計上しております。 

    ⑥ ポイント引当金 

      顧客に付与されたポイントの利用による売上値引に備えるため、ポイントの利用実績率に基づき将来利用 

    されると見込まれる額を計上しております。 

    (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

          在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場 

      により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

    (5）のれんの償却方法及び償却期間 

       発生原因に応じ20年以内で均等償却することとしております。 

       ただし、金額的に重要性がない場合は、発生時の損益として処理しております。 

    (6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

         手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク 

      しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

    (7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

        消費税等の会計処理 

       税抜方式によっております。 

  

  (会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)  

   当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正 

  に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計 

   基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

  

(7)追加情報



  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

 （１）取引保証金 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 （２）工場財団抵当権の担保 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

  

 担保付債務は、次のとおりであります。 

  

※３ 減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

  

※４ 連結会計年度末日満期手形 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連

結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。 

  

５ 保証債務 

 債務保証 

  

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

投資有価証券 百万円 488 百万円 505

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

現金及び預金  百万円 10 百万円 10

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

建物及び構築物  百万円 1,738 百万円 1,668

その他 百万円 493 百万円 692

計 百万円 2,231 百万円 2,360

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

短期借入金 百万円 65 百万円 －

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

受取手形 百万円 － 百万円 78

支払手形 百万円 － 百万円 126

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

従業員の金融機関借入  百万円 5 従業員の金融機関借入  百万円 4



※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

なお、製造費用に含まれる研究開発費はありません。  

  

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

給料及び諸手当  百万円 10,243 百万円 10,504

賞与引当金繰入額  百万円 2,214 百万円 2,147

退職給付費用  百万円 1,373 百万円 1,249

研究開発費  百万円 12,495 百万円 13,964

広告宣伝費  百万円 3,321 百万円 3,268

販売促進費  百万円 3,809 百万円 4,112

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

百万円 12,495 百万円 13,964

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物及び構築物  百万円 16 機械装置及び車両運搬具 百万円 0

土地  百万円 100 土地  百万円 21

その他  百万円 0        

計 百万円 116 計  百万円 21

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物及び構築物  百万円 15 建物及び構築物  百万円 9

機械装置及び運搬具  百万円 12 機械装置及び運搬具  百万円 1

その他  百万円 20 その他  百万円 16

計 百万円 49   百万円 27

（連結包括利益計算書関係）

その他有価証券評価差額金：   
当期発生額 百万円1,066
組替調整額 百万円0
税効果調整前 百万円1,066
税効果額 百万円△393
その他有価証券評価差額金 百万円672

為替換算調整勘定：   
当期発生額 百万円△34

持分法適用会社に対する持分相当額：   
当期発生額 百万円2

その他の包括利益合計 百万円640



  

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の増加数は、単元未満株の買取請求による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の増加数は、単元未満株の買取請求等による増加であります。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式       74,947  －  －  74,947

合計  74,947  －  －  74,947

自己株式         

普通株式     （注）  203  15  －  219

合計  203  15  －  219

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

 １株当たり 
 配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年５月25日 

取締役会 
普通株式  2,989  40.0 平成22年３月31日 平成22年６月10日 

平成22年11月９日 

取締役会 
普通株式  747  10.0 平成22年９月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年５月25日 

取締役会 
普通株式  2,615 利益剰余金  35.0 平成23年３月31日 平成23年６月10日

  
当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式       74,947  －  －  74,947

合計  74,947  －  －  74,947

自己株式         

普通株式     （注）  219  9  －  228

合計  219  9  －  228



２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

 １株当たり 
 配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年５月25日 

取締役会 
普通株式  2,615  35.0 平成23年３月31日 平成23年６月10日 

平成23年11月８日 

取締役会 
普通株式  747  10.0 平成23年９月30日 平成23年12月２日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成24年５月25日 

取締役会 
普通株式  2,615 利益剰余金  35.0 平成24年３月31日 平成24年６月８日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 25,518百万円 21,615百万円 

有価証券勘定 2,462  2,662  

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,315  △1,067  

現金及び現金同等物 26,665  23,210  



  １．報告セグメントの概要 

   当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

  営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

    当社は、製品・サービスの類似性から区分される「医薬品事業」と「ヘルスケア事業」の２つを報告セグ

  メントとしております。「医薬品事業」は、主に新医薬品、後発医薬品と一般用医薬品の製造、販売と仕入

  を行っており、「ヘルスケア事業」は、主にスキンケア商品の販売と仕入を行っております。 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事 

 項」における記載と同一であります。 

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。 

  

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

                                    （単位：百万円） 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

     (1）セグメント利益の調整額20百万円は、主にセグメント間取引消去によるものです。 

        (2）セグメント資産の調整額10,309百万円は、当社の資産およびセグメント間債権・債務の相殺消 

            去であります。  

     (3）減価償却費の調整額95百万円は、当社の固定資産の減価償却費であります。 

     (4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額129百万円は、当社の有形固定資産及び無形固定資 

産の増加額であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  報告セグメント 
調整額 
（注）１  

連結財務諸表
計上額 
（注）２   医薬品事業 

ヘルスケア
事業 

合計 

売上高   

外部顧客への売上高  101,271  2,797  104,069  －  104,069

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 66  0  67  △67  －

計  101,338  2,798  104,136  △67  104,069

セグメント利益  16,318  104  16,422  20  16,443

セグメント資産  135,903  1,020  136,924  10,309  147,234

その他の項目   

減価償却費  2,328  34  2,362  95  2,458

のれんの償却額  213  －  213  －  213

持分法適用会社への投資額  488  －  488  －  488

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 

 1,507  47  1,554  129  1,684



当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

                                    （単位：百万円） 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

     (1）セグメント利益の調整額193百万円は、主にセグメント間取引消去によるものです。 

        (2）セグメント資産の調整額10,350百万円は、当社の資産およびセグメント間債権・債務の相殺消 

            去であります。  

     (3）減価償却費の調整額115百万円は、当社の固定資産の減価償却費であります。 

     (4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額163百万円は、当社の有形固定資産及び無形固定資 

産の増加額であります。 

   ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

  報告セグメント 
調整額 
（注）１  

連結財務諸表
計上額 
（注）２   医薬品事業 

ヘルスケア
事業 

合計 

売上高   

外部顧客への売上高  100,654  2,577  103,232  －  103,232

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 65  1  66  △66  －

計  100,720  2,578  103,299  △66  103,232

セグメント利益  14,218  52  14,270  193  14,464

セグメント資産  134,354  968  135,322  10,350  145,673

その他の項目   

減価償却費  2,214  34  2,248  115  2,363

のれんの償却額  147  －  147  －  147

持分法適用会社への投資額  505  －  505  －  505

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 

 1,868  15  1,884  163  2,048



前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

    (1）売上高 

      本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお 

       ります。 

     (2）有形固定資産 

   本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え 

   るため、記載を省略しております。 

  

  ３．主要な顧客ごとの情報 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２．地域ごとの情報 

    (1）売上高 

      本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお 

       ります。 

     (2）有形固定資産 

   本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え 

   るため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

ｂ．関連情報

                                    （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

アルフレッサ株式会社 17,869 医薬品事業 

株式会社スズケン 17,291 医薬品事業 

株式会社メディパルホールディングス 15,452 医薬品事業 

東邦薬品株式会社 13,261 医薬品事業、ヘルスケア事業 

                                    （単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

アルフレッサ株式会社  18,405 医薬品事業 

株式会社スズケン  17,141 医薬品事業 

株式会社メディパルホールディングス  15,504 医薬品事業 

東邦薬品株式会社  13,795 医薬品事業、ヘルスケア事業 



    該当事項はありません。  

  

   前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

   （注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

  

   当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

   （注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

  

  該当事項はありません。 

  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

   リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オ

プション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必

要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

      （単位：百万円）

  医薬品事業 ヘルスケア事業 全社・消去 合計 

当期末残高 339 － － 339 

      （単位：百万円）

  医薬品事業 ヘルスケア事業 全社・消去 合計 

当期末残高  192  －  －  192

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,494.83円 1,581.94円 

１株当たり当期純利益金額 146.21円 123.54円 

  
前連結会計年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当期純利益金額（百万円） 10,927 9,231 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 10,927 9,231 

期中平均株式数（株） 74,736,991 74,723,569 

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,759 8,259

前払費用 65 66

未収還付法人税等 2,079 668

繰延税金資産 142 133

その他 27 12

流動資産合計 9,074 9,140

固定資産   

有形固定資産   

建物 334 335

減価償却累計額 △144 △178

建物（純額） 190 157

工具、器具及び備品 80 165

減価償却累計額 △50 △81

工具、器具及び備品（純額） 29 83

その他 2 6

減価償却累計額 △0 △1

その他（純額） 1 4

有形固定資産合計 221 245

無形固定資産   

ソフトウエア 43 137

その他 123 60

無形固定資産合計 167 198

投資その他の資産   

投資有価証券 62 55

関係会社株式 79,744 79,744

繰延税金資産 249 160

その他 563 553

投資その他の資産合計 80,620 80,514

固定資産合計 81,009 80,958

資産合計 90,084 90,099



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

未払金 452 431

未払費用 21 26

未払法人税等 3 3

預り金 8 7

賞与引当金 116 118

流動負債合計 603 586

固定負債   

長期未払金 16 8

固定負債合計 16 8

負債合計 619 594

純資産の部   

株主資本   

資本金 700 700

資本剰余金   

資本準備金 78,185 39,185

その他資本剰余金 230 39,230

資本剰余金合計 78,415 78,415

利益剰余金   

利益準備金 3 3

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 10,647 10,698

利益剰余金合計 10,650 10,702

自己株式 △301 △313

株主資本合計 89,465 89,504

純資産合計 89,465 89,504

負債純資産合計 90,084 90,099



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益 12,819 6,139

営業費用 2,457 2,650

営業利益 10,361 3,489

営業外収益   

受取利息 0 0

受取賃貸料 32 27

その他 7 6

営業外収益合計 40 33

経常利益 10,401 3,523

特別利益   

投資有価証券売却益 14 －

特別利益合計 14 －

特別損失   

固定資産除売却損 3 －

投資有価証券評価損 0 7

投資有価証券売却損 2 －

特別損失合計 6 7

税引前当期純利益 10,409 3,515

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 20 97

法人税等合計 24 101

当期純利益 10,385 3,414



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 700 700

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 700 700

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 78,185 78,185

当期変動額   

資本準備金の取崩 － △39,000

当期変動額合計 － △39,000

当期末残高 78,185 39,185

その他資本剰余金   

当期首残高 230 230

当期変動額   

資本準備金の取崩 － 39,000

当期変動額合計 － 39,000

当期末残高 230 39,230

資本剰余金合計   

当期首残高 78,415 78,415

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 78,415 78,415

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 3 3

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3 3

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 3,999 10,647

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,385 3,414

当期変動額合計 6,647 51

当期末残高 10,647 10,698

利益剰余金合計   

当期首残高 4,003 10,650

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,385 3,414



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当期変動額合計 6,647 51

当期末残高 10,650 10,702

自己株式   

当期首残高 △279 △301

当期変動額   

自己株式の取得 △21 △12

当期変動額合計 △21 △12

当期末残高 △301 △313

株主資本合計   

当期首残高 82,838 89,465

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,385 3,414

自己株式の取得 △21 △12

当期変動額合計 6,626 39

当期末残高 89,465 89,504

純資産合計   

当期首残高 82,838 89,465

当期変動額   

剰余金の配当 △3,737 △3,362

当期純利益 10,385 3,414

自己株式の取得 △21 △12

当期変動額合計 6,626 39

当期末残高 89,465 89,504
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